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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第120期

第１四半期
連結累計期間

第121期
第１四半期
連結累計期間

第120期

会計期間
自　平成26年４月１日
至　平成26年６月30日

自　平成27年４月１日
至　平成27年６月30日

自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日

売上高 (百万円) 27,465 33,026 120,567

経常利益 (百万円) 2,851 3,972 16,576

親会社株主に帰属する四半

期(当期)純利益
(百万円) 1,694 2,630 10,347

四半期包括利益

又は包括利益
(百万円) 1,685 2,729 15,384

純資産額 (百万円) 91,828 106,984 105,062

総資産額 (百万円) 135,128 161,440 158,613

１株当たり四半期

(当期)純利益金額
(円) 33.84 52.53 206.63

潜在株式調整後

１株当たり四半期

(当期)純利益金額

(円) － 50.05 201.64

自己資本比率 (％) 63.9 62.6 62.5

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．第120期第１四半期の潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式がないため

記載しておりません。

４．「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）等を適用し、当第１四半期連結

累計期間より、「四半期（当期）純利益」を「親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益」としておりま

す。

 

２【事業の内容】

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれ

ている事業の内容に重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありま

せん。
 

２【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。
 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　当第１四半期連結累計期間より、「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25

年９月13日）等を適用し、「四半期純利益」を「親会社株主に帰属する四半期純利益」としており

ます。
 

(1）経営成績の分析

　当第１四半期連結累計期間における経済環境は、国内におきましては、株高・円安による企業

収益の良化を背景に、製造業を中心とした設備投資の増加傾向がみられております。また、一部

に消費増税の影響が残っているものの、雇用や所得環境の改善に支えられ、消費マインドが回復

したことから、個人消費に前向きな動きが表れ始め、景気の緩やかな回復基調が続いておりま

す。

　海外におきましては、米国経済は、年初における陰りはありましたが、引き続き個人消費は好

調で、拡大基調を維持しております。中国では、経済の減速や市場の動揺があるものの、引き続

き世界最大級の市場として重要視しております。また、タイにおいては、政情不安も落ち着き、

景気は下げ止まりつつあるものの、原油安を契機に個人消費が一段と下押しされております。世

界経済全体としては、欧州におけるギリシャ政府の債務問題や原油価格の動向など、先行きの不

透明感が残っているものの、緩やかな回復傾向にあります。

　こうしたなか、当社グループの業績は、売上高330億２千６百万円、前年同期比55億６千１百万

円の増収（20.2％増）、営業利益34億９千３百万円、前年同期比４億８千２百万円の増益

（16.0％増）となりました。経常利益は、昨今の円安の影響により為替差益が発生したことか

ら、39億７千２百万円、前年同期比11億２千１百万円の増益（39.3％増）となり、親会社株主に

帰属する四半期純利益は、26億３千万円、前年同期比９億３千６百万円の増益（55.2％増）とな

りました。
 

セグメントの業績につきましては、次のとおりであります。
　① プレス関連製品事業

　自動車関連部門におきましては、国内の自動車生産・新車販売は、未だ残っている消費増税

における反動減の影響や好調であった小型車・軽自動車の減速により、国内売上は前年同期を

やや下回る水準で推移しました。一方、海外におきましては、米国の新車販売が引き続き好調

に推移していることや、「Topre Autoparts Mexico, S.A.de C.V.」、および「東普雷（襄

陽）汽車部件有限公司」の２拠点の生産が軌道に乗り、受注・売上が大幅に増加しました。そ

の結果、プレス関連製品事業全体での売上高は205億円、前年同期比33億１千４百万円の増収

（19.3％増）となりました。セグメント利益（営業利益）は、24億５百万円、前年同期比２億

１千１百万円の増益（9.6％増）となりました。
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    　② 定温物流関連事業

　冷凍車部門におきましては、中型車を中心にトラック市場全体が引き続き好調に推移し、よ

り高品質な製品への代替需要も旺盛で、当社グループ全体での受注・生産は前年同期を上回る

水準で推移しました。これにより、定温物流関連事業全体での売上高は105億１千２百万円、

前年同期比21億１千２百万円の増収（25.1％増）となり、セグメント利益（営業利益）は、10

億１千万円、前年同期比３億７千３百万円の増益（58.6％増）となりました。
 

　③ その他
　空調機器部門におきましては、産業用送風機は、設備投資の増加の影響を受け堅調に推移し

ましたが、住宅用換気システムは、消費増税にともなう反動減からの回復が大幅に遅れてお

り、厳しい状況が続いております。また、電子機器部門におきましては、キーボード

「REALFORCE」の堅調に加え、タッチパネルの販売が好調に推移いたしました。その他の事業

全体でみると、売上高は20億１千３百万円、前年同期比１億３千４百万円の増収（7.1％増）

となりました。一方、セグメント利益（営業利益）は、７千７百万円、前年同期比１億２百万

円の減益（57.0％減）となりました。
 

(2）財政状態の分析

　当第１四半期連結会計期間末の総資産につきましては、流動資産は、主に未払法人税等の支払

による現金及び預金の減少や、たな卸資産の減少により、778億９千８百万円となりました。

　固定資産では、東プレタイの新工場建設などにより建設仮勘定が増加したとともに、保有する

有価証券の評価額が上昇したことから、投資有価証券が増加し、835億４千２百万円となりまし

た。

　この結果、当第１四半期連結会計期間における総資産は、前連結会計年度末に比べ28億２千７

百万円増加の1,614億４千万円となりました。

　負債につきましては、流動負債は、未払法人税等の減少や買掛金の増加などにより、352億２千

６百万円となりました。

　固定負債では、主に長期未払金が増加したことから、192億２千９百万円となりました。

　この結果、負債合計は前連結会計年度末に比べ９億５百万円増加の544億５千６百万円となりま

した。

　純資産につきましては、主に利益剰余金が増加したことにより、前連結会計年度末に比べ19億

２千２百万円増加の1,069億８千４百万円となりました。
 

 

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期連結累計期間におきまして、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に

重要な変更及び新たに生じた課題はありません。
 

 

(4）研究開発活動

　当第１四半期連結累計期間の研究開発費の総額は２億４千１百万円であります。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 81,240,000

計 81,240,000

 

②【発行済株式】

 

種類
第１四半期会計期間末

現在発行数(株)
(平成27年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成27年８月７日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 54,021,824 54,021,824
東京証券取引所

(市場第一部)

単元株式数は100株で

あります。

計 54,021,824 54,021,824 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。
 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。
 

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金
増減額

（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額

（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

平成27年６月30日 － 54,021,824 － 5,610 － 4,705

 

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認

できないため、記載することができないことから、直前の基準日（平成27年３月31日）に基づ

く株主名簿による記載をしております。
 

①【発行済株式】

平成27年３月31日現在
 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式(自己株式等) － － －

議決権制限株式(その他) － － －

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

普通株式 　　　3,946,000
－ －

完全議決権株式(その他) 普通株式　　　50,031,500 500,315 －

単元未満株式 普通株式　　　　　44,324 － －

発行済株式総数 54,021,824 － －

総株主の議決権 － 500,315 －

（注）　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式２株が含まれております。

 

②【自己株式等】

平成27年３月31日現在
 

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

東プレ株式会社

東京都中央区日本橋

３－12－２
3,946,000 － 3,946,000 7.30

計 － 3,946,000 － 3,946,000 7.30

 

２【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間において役員の異動はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」

(平成19年内閣府令第64号)に基づいて作成しております。
 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(平成27年

４月１日から平成27年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成27年４月１日から平成27年

６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表について、太陽有限責任監査法人による四半期レビューを

受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

(1)【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当第１四半期連結会計期間

(平成27年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 19,862 18,773

受取手形及び売掛金 27,989 29,042

有価証券 6,020 6,418

金銭債権信託受益権 7,500 6,700

たな卸資産 13,354 11,795

その他 4,981 5,170

貸倒引当金 △0 △0

流動資産合計 79,706 77,898

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） ※ 17,012 ※ 17,173

機械装置及び運搬具（純額） ※ 20,507 ※ 19,917

その他（純額） 20,212 24,012

有形固定資産合計 57,733 61,103

無形固定資産 1,378 1,379

投資その他の資産   

投資有価証券 19,227 20,493

その他 580 578

貸倒引当金 △13 △11

投資その他の資産合計 19,795 21,059

固定資産合計 78,906 83,542

資産合計 158,613 161,440
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当第１四半期連結会計期間

(平成27年６月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 21,215 24,259

短期借入金 177 388

1年内返済予定の長期借入金 1,896 1,617

未払法人税等 3,808 749

賞与引当金 1,317 493

役員賞与引当金 71 17

製品保証引当金 185 204

その他 6,865 7,496

流動負債合計 35,537 35,226

固定負債   

転換社債型新株予約権付社債 5,000 4,990

長期借入金 4,618 4,519

長期未払金 474 1,905

繰延税金負債 5,300 5,292

ＰＣＢ処理引当金 38 38

退職給付に係る負債 580 556

その他 2,001 1,927

固定負債合計 18,013 19,229

負債合計 53,551 54,456

純資産の部   

株主資本   

資本金 5,610 5,610

資本剰余金 4,840 4,845

利益剰余金 81,841 83,723

自己株式 △2,480 △2,476

株主資本合計 89,812 91,703

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 5,583 5,650

為替換算調整勘定 4,645 4,460

退職給付に係る調整累計額 △859 △812

その他の包括利益累計額合計 9,369 9,298

非支配株主持分 5,880 5,982

純資産合計 105,062 106,984

負債純資産合計 158,613 161,440
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】
  （単位：百万円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年６月30日)

売上高 27,465 33,026

売上原価 22,088 27,010

売上総利益 5,377 6,016

販売費及び一般管理費 2,366 2,523

営業利益 3,011 3,493

営業外収益   

受取利息 30 51

受取配当金 136 350

固定資産賃貸料 24 32

為替差益 － 91

その他 30 32

営業外収益合計 222 558

営業外費用   

支払利息 31 53

固定資産賃貸費用 3 7

為替差損 340 －

その他 5 18

営業外費用合計 381 78

経常利益 2,851 3,972

特別利益   

固定資産売却益 7 30

投資有価証券売却益 － 217

特別利益合計 7 248

特別損失   

固定資産除却損 52 0

減損損失 0 0

その他 0 －

特別損失合計 53 0

税金等調整前四半期純利益 2,805 4,220

法人税、住民税及び事業税 634 796

法人税等調整額 382 603

法人税等合計 1,016 1,399

四半期純利益 1,789 2,820

非支配株主に帰属する四半期純利益 94 189

親会社株主に帰属する四半期純利益 1,694 2,630
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】
  （単位：百万円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年６月30日)

四半期純利益 1,789 2,820

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 510 43

為替換算調整勘定 △661 △185

退職給付に係る調整額 46 51

その他の包括利益合計 △103 △90

四半期包括利益 1,685 2,729

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 1,574 2,559

非支配株主に係る四半期包括利益 110 169
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（企業結合に関する会計基準等の適用）

　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日。以下「企業結合会計

基準」という。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成25年９月13

日。以下「連結会計基準」という。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７

号　平成25年９月13日。以下「事業分離等会計基準」という。）等を当第１四半期連結会計期間か

ら適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当社の持分変動による差額を資本剰余金とし

て計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用として計上する方法に変更して

おります。また、当第１四半期連結会計期間の期首以後実施される企業結合については、暫定的な

会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する四半期連結会計期間の四半

期連結財務諸表に反映させる方法に変更しております。加えて、四半期純利益等の表示の変更及び

少数株主持分から非支配株主持分への表示の変更を行っております。当該表示の変更を反映させる

ため、前第１四半期連結累計期間及び前連結会計年度については、四半期連結財務諸表及び連結財

務諸表の組替えを行っております。

　企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項(4)、連結会計基準第44－５

項(4)及び事業分離等会計基準第57－４項(4)に定める経過的な取扱いに従っており、当第１四半期

連結会計期間の期首時点から将来にわたって適用しております。

　なお、当第１四半期連結累計期間において、四半期連結財務諸表に与える影響額はありません。
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（四半期連結貸借対照表関係）

※　国庫補助金等により有形固定資産の取得価額から控除している圧縮記帳額及びその内訳は

次のとおりであります。
 

 
前連結会計年度

（平成27年３月31日）
当第１四半期連結会計期間
（平成27年６月30日）

建物及び構築物 14百万円 14百万円

機械装置及び運搬具 1 1

 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりま

せん。なお、第１四半期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含

む。）は、次のとおりであります。
 

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年６月30日）

減価償却費 1,872百万円 2,043百万円

 

 

（株主資本等関係）

前第１四半期連結累計期間(自　平成26年４月１日　至　平成26年６月30日)

１　配当金支払額
 

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

配当の原資
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成26年６月26日

定時株主総会
普通株式 447 利益剰余金 9.00 平成26年３月31日 平成26年６月27日

 

２　基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のう

ち、配当の効力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

　該当事項はありません。
 

当第１四半期連結累計期間(自　平成27年４月１日　至　平成27年６月30日)

１　配当金支払額
 

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

配当の原資
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成27年６月25日

定時株主総会
普通株式 748 利益剰余金 15.00 平成27年３月31日 平成27年６月26日

 

２　基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のう

ち、配当の効力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

　該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間(自　平成26年４月１日　至　平成26年６月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：百万円）

 報告セグメント
その他
（注）１

合計 調整額

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２

 
プレス関連
製品事業

定温物流関
連事業

計

売上高        

外部顧客への売上高 17,186 8,400 25,586 1,879 27,465 － 27,465

セグメント間の内部

売上高又は振替高
65 1 66 117 184 △184 －

計 17,251 8,401 25,653 1,996 27,650 △184 27,465

セグメント利益 2,194 637 2,831 179 3,011 － 3,011

(注)１．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、空調機器、電子機器、表面処理事業

等を含んでおります。

　２．セグメント利益の合計額は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間(自　平成27年４月１日　至　平成27年６月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：百万円）

 報告セグメント
その他
（注）１

合計 調整額

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２

 
プレス関連
製品事業

定温物流関
連事業

計

売上高        

外部顧客への売上高 20,500 10,512 31,013 2,013 33,026 － 33,026

セグメント間の内部

売上高又は振替高
47 2 49 102 151 △151 －

計 20,547 10,514 31,062 2,115 33,178 △151 33,026

セグメント利益 2,405 1,010 3,415 77 3,493 － 3,493

(注)１．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、空調機器、電子機器、表面処理事業

等を含んでおります。

　２．セグメント利益の合計額は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額

及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第１四半期連結累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年６月30日）

(1) １株当たり四半期純利益金額 33.84円 52.53円

 （算定上の基礎）   

   親会社株主に帰属する四半期純利益金額

　　（百万円）
1,694 2,630

   普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

   普通株式に係る親会社株主に帰属する四半

　　期純利益金額（百万円）
1,694 2,630

   普通株式の期中平均株式数（千株） 50,079 50,077

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 － 50.05円

 （算定上の基礎）   

   親会社株主に帰属する四半期純利益調整額

　　（百万円）
－ －

   普通株式増加数（千株） － 2,482

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜

在株式で、前連結会計年度末から重要な変動が

あったものの概要

－ －

（注）前第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、

潜在株式が存在しないため記載しておりません。
 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成27年8月4日

東プレ株式会社

取締役会　御中

 

太陽有限責任監査法人

 
 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 田　　尻　　慶　　太　　印

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 藤　　本　　浩　　巳　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東プレ株式会社の

平成27年4月1日から平成28年3月31日までの連結会計年度の第1四半期連結会計期間（平成27年4月1日から平成27年6月30

日まで）及び第1四半期連結累計期間（平成27年4月1日から平成27年6月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわ

ち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行っ

た。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東プレ株式会社及び連結子会社の平成27年6月30日現在の財政状態及

び同日をもって終了する第1四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な

点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 

(注) １　上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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